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統 計 委 第 ９ 号 

令和６年11月18日 

 

総 務 大 臣 

  村 上 誠 一 郎 殿 

 

統計委員会委員長 

椿   広 計 

 

諮問第188号の答申 

国民生活基礎調査の変更について 

 

本委員会は、諮問第188号による国民生活基礎調査の変更（令和７年調査(注)以降の調査に係る変

更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

（注）令和７年に実施する調査をいう。以下で用いる「令和○年調査」についても同様であり、令和○年に実施し

た調査を意味する。 

記 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

令和６年９月３日付け厚生労働省発政統0903第１号により厚生労働大臣から申請された「基

幹統計調査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下の

とおり、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号に掲げる要件のいずれにも適合しているた

め、「国民生活基礎調査」（基幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承認して差し支え

ない。 

 

（２）理由等 

ア 調査票の設問の記載ぶりの変更等 

ａ 本申請では、調査票における説明やレイアウト等について変更する計画である。 

ｂ これについては、調査実績を踏まえた調査現場からの改善意見等も踏まえ、報告者が、

設問の趣旨を適切に理解できるようにすることで、未記入や誤記入を防ごうとするもので

あることから、適当である。 

 

イ 集計事項の再整理 

ａ 本申請では、集計表の見出しの修正や重複の削除を行うなど、再整理を行う計画である。 

ｂ これについては、①調査計画上の集計事項一覧とe-Statにおける集計表の見出しの整合

性を確保するものであること、②集計表相互において内容の重複が見られた部分を整理

（重複排除等）するものであること、③これまで調査票情報の二次利用により作成されて

きた重要な統計を本調査の集計事項として位置づけるものであることから、適当である。 
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２ 過去の答申（令和３年７月30日付け統計委第14号）における「今後の課題」への対応状況 

本委員会は、令和３年に採択された本調査に係る答申（諮問第152号の答申。以下「前回答

申」という。）において、以下の指摘を行った。 

① 健康票の質問８の有用性の分析及び類似項目との関係整理 

② 未成年に係る健診等の受診状況の把握検討 

③ 回収率向上に向けた取組の効果検証等 

 

（１）健康票の質問８の有用性の分析及び類似項目との関係整理 

ア この課題は、令和４年調査において、障害者統計の充実を図る観点から、国連統計委員会

の下に設置されているワシントングループが開発した質問セットに準拠した調査事項（健康

票の質問８。以下「質問８」という。）が新設されたことを受け、その有用性を確認・分析す

るとともに、本調査において設けられている類似の既存項目（健康状態全般や日常生活への

影響について尋ねる設問）との間において重複感が生じるのではないかとの懸念から、調査

事項それぞれの必要性等について整理することを目的として付した課題である。 

 

イ 厚生労働省は、この課題について確認等を行った結果、以下の理由により、質問８を含む

類似項目について、引き続き把握することとしている。 

①  質問８を新設したことにより、国際機関が求めるデータを提供できる環境整備に寄与す

ることはもとより、他の関連統計との比較可能性の向上や、より詳細な分析に資する効果

がある。 

②  質問８の新設により、既存の類似項目の記入状況が悪化するなどの影響は、特に発生し

ていない。 

③  既存の類似項目それぞれについても、具体的なニーズがあり、直ちに他の項目で代替で

きる状況ではない。 

 

ウ これについては、質問８を新設したことの有用性が認められるとともに、類似項目の関係

整理も確認できたことから、現状において設けられている調査事項を継続して把握すること

は、適当である。 

 

（２）未成年に係る健診等の受診状況について 

ア この課題は、本調査の健康票において、20 歳以上の者を対象に健診等の受診状況を把握し

ていることについて、成人年齢の引き下げを受け、回答を求める対象年齢の引き下げの必要

性について検討するために付した課題である。 

 

イ これを受け、厚生労働省が、20 歳未満の健診等の受診状況について、国の統計における把

握状況を確認したところ、現在、健診等の受診状況が把握されていない者は、「18 歳及び 19

歳の学生」及び「15 歳以上 20 歳未満であって就学も就労もしていない者」にとどまること

が確認された。 

その上で、以下の理由により、調査事項の対象年齢を拡大しないとしている。 

①  18歳及び19歳の学生については、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に基づき健診

等の実施が学校側に義務づけられており、本調査により新たに把握する必要性が乏しい。 
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②  15歳以上20歳未満であって就学も就労もしていない者については、当該年齢に占める割

合が小さく、仮に、本調査において把握するとしても、標本調査として行われている制約

から、分析に活用できる十分なデータが得られないと見込まれる。 

③  国民生活基礎調査は、昭和61年の調査開始以来、健診等の対象年齢を20歳以上としてお

り、現在は、飲酒・喫煙と関連づけて健診等の受診状況を把握していることから、直ちに

その調査設計を変更する必要性が乏しい。 

 

ウ これについては、上記のとおり、必要性の観点及び収集されるデータの有用性の観点から

厚生労働省の判断に特に問題は認められないことから、適当である。 

 

（３）回収率向上に向けた取組の効果検証 

ア この課題は、本調査における回収率の向上が課題であるとともに、保健所を始めとする地

方公共団体における事務負担の軽減及び報告者における回答負担の軽減の必要性がともに

大きいとの認識を踏まえ、前回答申時に予定されていた取組について、その実施状況や効果

等の検証を求める観点から付した課題である。 

 

イ それぞれの取組の実施状況、それに対する厚生労働省の認識及び今後の方針は、以下のと

おりである。 

（ア）オンライン調査の導入 

ａ 令和４年調査（大規模調査）において、一部の都府県においてオンライン調査を導入

したが、 

① オンライン調査を導入した都府県（以下「先行導入県」という。）における回収率は、

導入前の回収率から微減したものの、おおむね維持しており、一方で、回収された調

査票の35.5％がオンラインにより提出された。 

② オンライン調査を導入しなかった道府県よりも、先行導入県の方が回収率の低下が

小規模にとどまった。 

 ｂ 令和５年調査（簡易調査）において、オンライン調査を全国に拡大したが、先行導入

県においては、回収された調査票の42.8％、それ以外の道府県についても33.9％がオン

ラインにより提出された。 

ｃ また、このオンライン調査の導入により、調査員による調査票の回収事務が減少する

一方で、調査全体の回収率に大きな低下も認められず、電子調査票の自動審査機能によ

り提出された調査票の審査の効率化も進んだ。 

 ただ、オンラインによる回答状況を調査員に伝達する事務の発生など、新たな事務負

担の発生も認められた。 

ｄ これらのことから、今後、報告者への案内方法や電子調査票の更なる改善により、調

査員や郵送による回答をオンラインによる回答に移行させつつ、回収率の維持・向上に

努めるほか、調査票の提出状況を調査員が随時確認できるシステムの構築等により、地

方公共団体の更なる負担軽減を図ることを計画している。 
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（イ）郵送回収に関する基準の緩和 

ａ 郵送回収については、従前、「調査員が再三訪問しても報告者に対面できない場合」に

許容される方法として用いられていたものの、訪問回数に具体的な目安がなく、保健所

等や調査員の負担を増やす要因になっていた。そこで、令和３年調査から、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大防止及び保健所等の負担軽減の観点から、訪問回数の目安を３回

とし、令和４年調査及び令和５年調査においても同様の対応を行った。 

ｂ この対応について、厚生労働省で検証した結果、保健所等や調査員から負担軽減につ

ながったとの意見がみられたほか、調査全体の回収率もおおむね維持できていることか

ら、引き続き本対応を維持することとしているが、更なる現場の事務負担の軽減等も踏

まえ、前記（ア）のとおり、オンラインによる回答への移行を進める方針である。 

（ウ）コールセンターの設置 

ａ 保健所等が担ってきた調査員や報告者からの照会対応に要する事務負担を軽減する

ため、令和３年調査からコールセンターを設置していたが、令和４年調査からは、新た

に導入したオンライン調査に関する照会対応を追加し、令和５年調査からはフリーダイ

ヤル化の対応を行っている。 

ｂ 調査規模が同じ令和３年調査と令和５年調査（いずれも簡易調査）におけるコールセ

ンターの利用状況をみると、約2,500から約5,000に倍増しており、フリーダイヤル化の

効果が出ていると見られるとともに、保健所等における事務負担の軽減にも寄与してい

ると考えられる。したがって、今後もコールセンターを継続する。 

ｃ ただ、現状においては、電話による対応を基本としていることから、将来的には、チ

ャットボット機能（利用者からの照会に24時間対応できる機能）を導入することで、報

告者側の利便性の向上にも配慮した対応を行い、更なる回収率の向上のための方策とし

て検討したい。 

 

ウ 以上のとおり、いずれの取組についても着実に行われ、事務負担の軽減、調査の効率化等

の観点で効果があったと認められるとともに、実績を踏まえた新たな取組も予定されており、

現状における厚生労働省の対応は、適当と考える。 

 


